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要 約 

 令和 2 年から豚熱ワクチン接種豚の抗体調査を開始し、令和 3 年度千葉県家畜保健衛生所業績発表

（第 2 報）で、30 日齢子豚の移行抗体価は中央値 16 倍、30 日齢接種で抗体獲得率 81.1％以上と試算

し、30 日齢から 40 日齢での接種を県内養豚農場に推奨とした。今回、繁殖豚の中和抗体価、子豚の移

行抗体価と中和抗体獲得の関係、ワクチン接種前子豚群の移行抗体価について追加調査を実施した。繁

殖豚は中和抗体価の変動が予想されたが、中央値は第 1 世代 128 倍、第 2 世代 64 倍と第 2 報と同様で

あり、第 2 世代が有意に低い結果であった。子豚の移行抗体価 32 倍以下ではワクチン接種後全頭が中

和抗体を獲得し、64 倍以上で抗体獲得率は低下した。子豚の移行抗体価は 30 日齢で中央値は第 2 報と

同程度であったが、30 日齢接種での抗体獲得率は 85.1%、20 日齢接種では 76.3%と試算され第 2 報よ

り上昇していた。以上からワクチン接種適期は第 2 報と同様 30 日齢と考えらえたが、今後より早い日

齢での接種が可能になると考えられた。 

 

は じ め に 

豚熱（CSF）はフラビウイルス科ペスチウイル

ス属豚熱ウイルス（CSFV）による疾病で、強い

伝染力と高い致死性を有することから法定伝染病

に指定されている。日本においては、昭和 44年

に弱毒の GPE-株を用いたワクチンが開発されて

以降発生は激減し、平成 4 年以降野外株による発

生は確認されていない。平成 8年からは「豚コレ

ラ撲滅対策」が開始され、平成 18年にワクチン

接種が中止され、平成 19 年には国際獣疫事務局

に清浄国と認められた 9)。 

しかし、平成 30 年に岐阜県で 26年ぶりに発

生、その後令和 5 年 3月までに 17県 86例確認

されている。平成 30年に分離された CSFV 

JPN/1/2018株は遺伝子解析の結果

subgenotype2.1d に属することが確認された。

subgenotype2.1d に属する CSFV 株による豚熱の

発生は、平成 30 年以前は国内で確認されていな

い。一方、近年中国で発生が確認されていること

から、今回の流行は中国や近隣諸国からの CSFV

株の侵入によると示唆されている 2)。  

また、1 例目の発生直後に発生農場付近の野生

イノシシが CSFVに感染していることが確認され

た。令和 5 年 3月現在野生イノシシの感染は 31

都府県で確認され、イノシシが感染の拡大に関与

していると考えられている 1)。 

これを受け、令和元年 10 月からワクチン接種

が開始され、感染イノシシの拡大とともに接種推

奨地域も拡大したが、ワクチン接種後も豚熱の発

生は令和 5 年 3月現在で 14県 29例と散発し、

ワクチンの接種適期が問題となっている。過去の

事例からワクチン接種日齢は当初 30 日齢から 40

日齢を推奨とされていたが 9)、第 1世代の子豚で

抗体陽性率が 80％を下回る事例が多数報告され

たことから、接種日齢は 50日齢から 60日齢が望

ましいとされ 6)、その後農場ごとに対応を検討す

るとされている 7)。 

図 1：世代の考え方 

 

千葉県においては、令和 2 年 2月からワクチン

接種及びワクチン接種豚の抗体調査を実施し、こ

れまでに 2 回発表を行っている。第 1 報では、ナ

イーブ（図 1）は 1か月以内に中和抗体を獲得し

たのに比べ、第 1 世代の子豚は獲得に 2か月以上

を要することを明らかにした 3)。第 2報では子豚

の移行抗体価からワクチン接種適期の検討を行

い、19 日齢接種で抗体獲得率 70.5%、30日齢接

種で抗体獲得率は 81.1%、41日齢では移行抗体

で感染防御できると考えられる移行抗体価 16倍



以上の割合は 48.9％であったことから、30日齢

から 40日齢接種を推奨とした 4)。 

 第 3報では 3年間の調査結果を①子豚のワクチ

ン抗体獲得、②繁殖豚のワクチン抗体価の推移、

③子豚の移行抗体価の推移に分けて検討し、ワク

チン接種適期の再検討を行ったので報告する。 

また、過去の調査で示された抗体価は、現行の

検査法と合わせるため、全て 2倍に換算した数値

を用いた 5)。 

 

材料及び方法 

① ：子豚のワクチン抗体獲得の調査 

子豚 77頭（ナイーブ 9 頭、第１世代 58 頭、第

2世代 10 頭）の血清について、中和抗体試験を行

い、ワクチン抗体の獲得時期及び移行抗体価と抗

体獲得率の関係を調査した。抗体獲得時期の調査

はナイーブ 9頭、第 1世代 28頭について、ナイー

ブはワクチン接種後 1 週間間隔で 4 週目まで、そ

の後は 1 か月間隔で接種 3 か月目まで、第 1 世代

は接種時、その後は 1 か月間隔で 3 か月目まで採

血した。移行抗体価と抗体獲得率の関係は 71頭を

調査し、1 か月ごとに採血を行い、前回調査時より

抗体価が上昇した場合に抗体獲得と判定し、接種

3か月目まで調査を行った。 

中和抗体試験は CSFV GPE-株及び CPK-NS細

胞を用い中和抗体価 256倍まで測定した。 

図 2：ナイーブの中和抗体獲得時期 

 

②：繁殖豚の中和抗体価の推移 

繁殖豚 497 頭について、中和抗体試験を行い年

度ごとに比較を行った、中和抗体価は 4096倍まで

測定した。内訳は令和 2年度 15頭（すべて第 1世

代）、令和 3年度 156頭（第 1世代 89 頭、第 2世

代 67 頭）、令和 4 年度 326 頭（第 1 世代 155 頭、

第 2世代 171頭）であった。令和 2年度は初回接

種 7 か月後に調査を行った。令和 3 年度及び令和

4 年度については世代間の比較を t 検定で行った。

また、頭数の多い令和 4年度については ELISAの

S/P値と中和抗体価の比較を行った。 

 

③：子豚の移行抗体価の推移 

 ワクチン接種前の子豚 354頭について中和抗体

試験を行い年度ごとに比較を行った、中和抗体試

験は抗体価 1倍~256 倍まで測定した。内訳は令

和 3年度 30 日齢 132頭（第 1世代 86 頭、第 2

世代 46頭）、40日齢 55頭、令和 4年度 20日齢

48頭、30日齢 79頭、40 日齢 40頭であった。 

 

図 3：第 1 世代の中和抗体獲得時期 

 

結果 

① ：子豚のワクチン抗体獲得の調査 

抗体獲得時期：ナイーブ 9頭は全頭が接種 18日 

後で中和抗体を獲得していた（図 2）。一方 

で第 1世代は接種 1 か月後で中和抗体を獲 

得したものは 17.9％（5/28頭）で、接種 3 か月 

目で全頭が中和抗体を獲得した（図 3）。 

移行抗体とワクチン抗体獲得率：接種時抗体価 

32倍以下では接種 3か月後で 100％抗体を獲得 

したが、64倍以上では獲得率が低下した（表 

1）。 

 

表 1：移行抗体とワクチン抗体獲得率 

 

 

獲得頭数 獲得率(%)

<2 64-128 10/10 100

2 16-256 18/18 100
4 64-128 6/6 100
8 16-32 10/10 100
16 16-64 11/11 100
32 8-64 5/5 100
64 <2-16 6/8 75
128 <2-2 1/3 33.3

ワクチン抗体接種時
移行抗体価

3ヵ月後
抗体価



②：繁殖豚の中和抗体価の推移 

 令和 2年度中央値 512 倍、令和 3年度中央値

64倍、令和 4年度 128 倍であった（図 4）。世代

ごとの抗体価の中央値は、令和 3年度と 4年度で

変化がなく、ともに第 1 世代が 128 倍、第 2 世

代が 64倍であり、有意に第 2世代が低い結果で

あった（図 5）。 

  図 4：繁殖豚中和抗体価 

 

 繁殖豚中和抗体価と ELISA S/P 値の関係は、

調査した令和 4年度繁殖豚のうち比較可能な 476

頭を用いた。今回の調査では相関係数 0.609とな

り、中和抗体価と ELISA S/P値の間に相関がみ

られたが、1抗体価に対する S/P 値のレンジは広

いものであった（図 6）。 

 

② ：子豚の移行抗体価の推移 

 図には示していないが、中央値は令和 3年度が

30日齢で 16倍、40日齢で 8倍、令和 4年度は

20日齢が 64倍、30日齢は 16倍、40日齢が 8

倍であった。 

 世代間の比較が可能であった令和 3 年度の子豚

について、世代ごとに比較すると第 1 世代が中央

値 32倍、第 2世代が 8倍で有意に第 2世代が低

い結果となった（図 7）。 

 

図 5：繁殖豚中和抗体価世代比較 

 

考  察 

① ：子豚のワクチン抗体価獲得の調査 

ナイーブが 20 日程度でワクチン抗体を獲得し

たのに対し、第 1世代は獲得に 90日を要した。他

県でも同様の結果が得られており、現在、免疫付与

状況確認検査は接種後 90 日以上経過した個体を

対象とすることが望ましいとされている 8)。一方、

ワクチン接種開始時、疫付与状況確認検査は接種

後 40日を経過した個体を対象としていた。このた

め豚群全体がナイーブであった初回接種時の付与

状況確認検査ではほとんどの農場で抗体陽性率が

80％以上を超えていたが、2 回目の調査では第 1

世代を対象とした調査であったために80％を下回

る事例が多発したと考えられる。 

現在使用されている GPE‐株ワクチンは、接

種時の移行抗体価が 32 倍以下で 100%、64 倍か

ら 128倍 50%、256倍以上で接種豚の 33.3%が

中和抗体を獲得すると報告されている 9）。今回の

調査も既報と同様の結果であった。 

②：繁殖豚の中和抗体価の推移  

 初回接種 7 か月後の令和 2 年度が最も高く、そ

の後は 64 倍から 128 倍であった。これは既報で

も示された接種 3 か月から 12 か月で最大値を示

し、その後 1/4 から 1/8 倍で安定することと一致

する 9）。また、今回の結果から追加接種による抗体



価へのブースター効果はない、又は」ほとんどない

と考えられた。 

図 6：中和抗体価と S/P値の関係 

 

 繁殖豚中和抗体価とELISA S/P値は正の相関を 

示したが、相関係数は他県や国の結果より低かっ

た。これは本県では中和抗体試験と ELISA を実施

している家畜保健衛生所（家保）が異なり、さらに

ELISA は複数の家保で実施しているためと考え

られる。また、相関関係は示されたが、1つの中和

抗体価に対する S/P 値の幅が広く、S/P 値から中

和抗体価を予測することは難しいと考える。 

図 7： 30日齢子豚の中和抗体価（世代別） 

 

③：子豚の移行抗体価の推移 

 令和３年度及び４年度でともに 30 日齢が中央

値 16倍、40日齢が 8倍であった。子豚の移行抗

体の半減期は約 11日と報告されており 8)
、この結

果はその値に近いものである。令和 3 年度子豚の

世代間比較では第 2世代子豚は有意に移行抗体価

が低いことが示された。本県では初回接種から 2

年が経過し、第 2 世代以降が占める割合が増えて

いることから、今後移行抗体価の中央値は低下す

ると考えられ、世代を分けての調査を継続する予

定である。 

 

ワクチン接種適期の再検討 

 他県においては繁殖豚の抗体価から子豚の抗体

価を予想し接種適期の判断が行われているが、千

葉県においてはワクチン接種前子豚の中和抗体価

から接種適期を判断している。これは接種当初繁

殖豚からの予測で接種適期が 70日齢以上となっ

た事例があること、子豚の移行抗体価は子豚の初

乳摂取量などに影響されるため、子豚そのものを

解析した方がより実態に即していると考えたため

である。 

 今回、半減期を 11 日として調査し頭数の多か

った 30日齢子豚から半減期を 11 日として抗体獲

得率と、移行抗体で感染防御できる移行抗体価

16倍以上の割合を算出した（表 2）。抗体獲得率

は 32倍以下は 100%、64 倍から 128倍は 50%、

256倍以上は 33%とし、 

（X×1）＋（Y×0.5）＋（Z×0.33）/（X+Y+Z）×

100＝抗体獲得率（%） 

で算出した。その結果令和 4年度も令和 3年度と

同様 19日齢では抗体獲得率 76.3％と 80%以下で

あり、40日齢では移行抗体価 16倍以上の割合は

41.8%と算出された（表 2）。 

このことからワクチン接種適期は 30 日齢から

40日齢が推奨されると考えられた。しかし 30日

齢の抗体価獲得率は令和 3 年度 81.1%から令和 4

年度 86.1%と上昇し、19 日齢においても令和 3

年度 70.5％から令和 4 年度は抗体獲得率 76.3%

に上昇していたことから、今後は 20 日齢接種に

おいても 80%以上の抗体獲得率が期待され早期ワ

クチン接種が可能となると考えられた。移行抗体

についても、現在抗体価 16倍以上で防御可能と

されているが、16倍では防御されないとの報告

もあり 8)、移行抗体で防御できる割合はさらに低

下すると考えられる。また、ワクチン接種開始後

の豚熱の発生の多くの事例がワクチン未接種の子

豚または接種直後での発生であり、ワクチン接種

はできるだけ早い日齢で行うことが望ましいと考



える。今後も子豚の調査を継続し、抗体獲得率の

変化を確認し農場へ周知していく予定である。 

 今回の調査からワクチンで 100%防御できる期

間は存在しないことが再確認された。また近隣県

において CSF 陽性イノシシの分布が拡大してい

ること、ワクチンのないアフリカ豚熱の国内侵入

のリスクも高いことから、衛生管理等の農場防疫

も併せて強化する必要があると考える。 

 

表 2：抗体獲得率及び 16 倍以上の割合 
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